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１．はじめに
2014年改正会社法が、2015年５月１日に施行された。本改正では、コーポ
レート・ガバナンスの強化および親子会社についての規律の整備が行われた。
本稿では、コーポレート・ガバナンスの観点から会社の機関設計として新
たに創設された監査等委員会設置会社について、当該会社で監査等の職務を
遂行する監査等委員の独立'性の見地から検討を試みることにする。監査等委
員会設置会社は、取締役会設置会社であり、かつ、会計監査人設置会社であ
るならば、会社の規模等に関係なく、機関設計として選択することができる。
しかし、取締役会設置会社であり、かつ、会計監査人設置会社であるという
要件を鑑みるに、その選択はほとんどが上場会社によるものと思われる。
従って、上場会社の機関設計にあたり、監査役会設置会社、指名委員会等設
置会社、および監査等委員会設置会社という３つの選択肢が、会社法上に規
定されたことになるだろう。
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ここでは、上場会社が、機関設計として監査等委員会設置会社を選択した
場合について検討していくが、ここでの議論は非上場会社による選択の場合
にも該当するものと思っている。
２．２０１４年会社法改正の経緯注’
2010年２月24日に法務大臣から、法制審議会に「会社法制について会社が
社会的、経済的に重要な役割を果たしていることに照らして会社を取り巻く
幅広い利害関係者からの一層の信頼を確保する観点から、企業統治の在り方
や親子会社に関する規律等を見直す必要があるので、その要綱を示された
い｡｣注2という諮問がなされ、これを受けて法制審議会は会社法制部会を設置
し、会社法改正の審議に入ることとなった。会社法制部会は、2010年４月２８
日から2012年８月１日までに、計24回開催された。2011年１２月７日の第16回
会社法制部会会議では、「会社法制の見直しに関する中間試案」がまとめら
れ、公表された。そして、この中間試案に対して、パブリック・コメントの
手続がとられ、各界に意見を求めた。寄せられた意見をもとに、さらに議論
を重ね、2014年８月１日開催の第24回会社法制部会会議で「会社法制の見直
しに関する要綱案」がまとめられ、同年９月７日開催の第167回法制審議会
会議で、要綱案は原案通り承認されるとともに、独立役員について附帯決
議椎3がなされた。そして、同日「会社法制の見直しに関する要綱」として、
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i腿千葉景子法務大臣（当時)、諮問第91号、2010年２月24日。
i郷「ｌ社外取締役に関する規律については、これまでの議論及び社外取締役の選任に
係る現状に照らし、現時点における対応として、本要綱に定めるもののほか、金融商品
取引所の規則において、上場会社は取締役である独立役員を一人以上確保するよう努め
る旨の規律を設ける必要がある。２１の規律の円滑かつ迅速な制定のための金融商品
取引所での手続において、関係各界の真繁な協力がされることを要望する｡」という附
帯決議がなされた。後での議論に関わるので、ここに引用しておく。
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法務大臣に答申されることとなった。
この答申を受けて、民事法制局は法案作成を進め、政府は2013年11月29日
に、「会社法の一部を改正する法律案」（以下、改正法案）および「会社法の
一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」（以下、
整備法案）を閣議決定した。そして、改正法案および整備法案の両法案は、
同日第185回国会に提出されたが、閉会中審査（経過審議）となり、2014年
１月24日から始まる第186回国会で審議された。同日衆議院法務委員会に付
託され、同年４月23日に形式的な修正が施された上で、全会一致で可決され
た。そして、同月25日に衆議院本会議にて賛成多数により可決された。
続いて、両法案は同年５月７日に参議院法務委員会に付託され、同年６月
19日に賛成多数で可決された。そして、同年６月20日に参議院本会議にて賛
成多数により可決・成立し、同月27日に公布された。
本稿では、法務大臣の諮問にもあった企業統治、すなわちコーポレート・
ガバナンスのあり方に着目し、取締役会の監督機能の強化の観点から、今回
の改正により新たに創設されることとなった監査等委員会設置会社について
検討していく。
３．監査等委員会設置会社の概要
取締役会を設置し（会社法第327条第１項第３号）会計監査人を置く（会
社法同条第５項）株式会社は、定款に定めることにより監査等委員会設置会
社となることができる（会社法第326条第２項)◎この場合、監査等委員会設
置会社は、監査役を置くことができない（会社法第327条第４項)。また、会
計参与については、定款に定めることにより任意に置くことができる（会社
法第326条第２項)。
（１）取締役の選解任
監査等委員会設置会社では、前述のとおり取締役会を置かねばならな
いが、その場合、取締役会の構成員である取締役の選任は、株主総会決
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談によって行われる（会社法第329条第１項)。
この株主総会決議にあたっては、監査等委員である取締役とそれ以外
の取締役とを別々に議決しなければならない（会社法同条第２項)。ま
た、解任については、どちらの取締役も、いつでも株主総会決議で行う
ことができる（会社法第同条第１項)。
（２）取締役の員数
取締役の員数は、３人以上とされており、さらにそのうちの過半数は
社外取締役注･'であることを要する（会社法第331条第６項)。
（３）取締役の任期
取締役の任期は、監査等委員である取締役については２年であり（会
社法332条第１項および同条第４項)、それ以外の取締役については１年
である（会社法第332条第３項)。
（４）取締役の兼任禁止
監査等委員である取締役については、その所属する監査等委員会設置
会社もしくはその子会社の業務執行取締役もしくは支配人その他の使用
人、または当該子会社の会計参与もしくは執行役との兼任が禁止される
（会社法第321条第３項)。
（５）取締役会の役割
監査等委員会設置会社においてもまた他の取締役会設置会社と同様
に、取締役会は全ての取締役で構成される（会社法第362条第１項)。す
なわち、監査等委員会設置会社では、監査等委員である取締役とそれ以
岬社外取締役については、会社法第２条第15号に定義されている。社外取締役の要件に
ついては、後で検討することになる。
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外の取締役とで、取締役会は構成されることとなる。
監査等委員会設置会社の取締役は、監査等委員であっても取締役であ
るので、基本的には株式会社の業務執行の決定および取締役の業務執行
の監督を行うことになる（会社法第同条第２項)。
（６）監査等委員会の役割
監査等委員会は、全ての監査等委員で組織され（会社法第399条の２
第１項)、監査等委員は取締役であることを要する（会社法同条の２第
２項)。すなわち、監査等委員会を構成する監査等委員は、取締役会の
構成員である取締役であることを求められているために、監査等委員会
は取締役会の中に設置されることになる。これは、指名委員会等設置会
社と同様に、モニタリング・モデルが採用されているといえる。
監査等委員会は、取締役会の中にあって、業務執行取締役の職務の執
行の監査と監査報告を行うことになる（会社法同条の２第３項第１号)。
（７）監査等委員会設置会社での経営の迅速化
監査等委員会設置会社においても、特に上場会社等の大規模な株式会
社に求められる経営の迅速化、すなわち、経営上の意思決定を効率的か
つ円滑に進め得る機関設計となるように制度化されている。
取締役会設置会社では、会社法に規定された事項、すなわち、重要な
財産の処分および譲受け、多額の借財、支配人その他の重要な使用人の
選任および解任、および支店その他の重要な組織の設置・変更および廃
止等（会社法第362条第４項第１号～第７号）その他の重要な業務執行
の決定（以下、重要な業務執行の決定）を行わねばならず、さらにこれ
らの重要な業務執行の決定は、原則として、特定の取締役に委任するこ
とができない（会社法同条柱書)。
この規定は、業務執行者、特に代表取締役の独断専行を防ぐためと思
われる。しかし、肥大化した取締役会においては、経営上の意思決定の
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迅速化を阻害するものとも捉えられる。
監査等委員会設置会社においても、基本的には取締役会設置会社とし
て重要な業務執行の決定について特定の取締役への委任を禁ずる規定
（会社法第399条の１３第４項柱書）の適用を受けるが、監査等委員会設置
会社ではその取締役の過半数が社外取締役である場合、会社法で委任が
禁じられる事項（会社法同条の13第５項第１号～第１７号）を除く重要な
業務執行の決定を取締役会決議または定款の定めにより特定の取締役に
委任することができる（会社法同条の13第５項本文)。
以上、監査等委員会設置会社の概要を説明してきた。監査等委員会設置会
社では、取締役会および会計監査人の設置が条件となる。この点は、会社法
上の大会社である監査役会設置会社および指名委員会等設置会社と同様であ
る。監査等委員会設置会社では、取締役会の中に監査等の機能を有する機関
として監査等委員会が設置される。これに対して、監査役会設置会社では、
取締役会から独立した形で､監査機能を有する監査役会が設置される。また、
指名委員会等設置会社では、取締役会の中に監査等の機能を有する監査委員
会が、指名委員会および報酬委員会とともに設置される。すなわち、監査役
会設置会社では取締役の立場にない監査役が監査機能を担い、監査等委員会
設置会社では取締役である監査等委員が、指名委員会等設置会社も同様に取
締役である監査委員が監査等の機能を、それぞれ担うことになる。監査役会
設置会社あるいは監査役制度は、我が国独自の制度である。この制度につい
ては、株式会社の業務執行の決定を行う取締役、すなわち、取締役会での議
決権を有する取締役会メンバーと、取締役会のメンバーではなくその議決権
をも有しない監査役との関係から、監査役による監査の実効‘性について、国
内だけではなく諸外国からも疑問視されてきた。監査役制度に関するこれま
での改正の多くは、この観点から実施されてきている。
監査等委員会設置会社では、アメリカ型のいわゆるモニタリング・モデル
が取締役会で採用されている。取締役会の中に、監査等の機能を担う監査等
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委員会を設置し、取締役会の専決事項として会社法に規定されている事項の
決定権限の大半を業務執行者たる代表取締役等の特定の取締役に集中させる
ことで、監査等委員である取締役と専決事項の決定権限を有しない他の取締
役とで取締役会としての業務執行者への監督機能に専念できるような椛造と
なっている。
４．監査等委員会設置会社における独立性
以上に監査等委員会設置会社の概要を示してきたが、株式会社における監
督・監査の機能が実効性あるコーポレート・ガバナンスとしての役割をはた
し得るか否かは、その担い手である監査等委員あるいは取締役の独立性にか
かっているものと思われる。ここでは、それらの独立'性について検討してい
くことにする。
（１）社外取締役
監査等委員会設置会社において、その取締役会の中に設置される監査
等委員会の構成メンバーである取締役は、その過半数が社外取締役でな
ければならない。社外取締役は、会社法上、次のように定義されている。
①現在、当該株式会社またはその子会社の業務執行取締役等ではな
く、さらに社外取締役に就任する前１０年間、当該株式会社またはそ
の子会社の業務執行取締役等でなかった者。
②過去１０年以内に当該株式会社またはその子会社の業務執行取締役等
であった者を除く取締役、会計参与または監査役であった者につい
ては、それら取締役等への就任前１０年間、当該株式会社またはその
子会社の業務執行取締役等でなかった者。
③当該株式会社の親会社等注５（自然人）または親会社等の取締役もし
鵬５会社法では、親会社と法人を除く会社を支配している者とを、親会社等と定義してい
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<は執行役もしくは支配人その他の使用人ではない者。
④いわゆる兄弟会社の業務執行取締役等ではない者。
⑤当該株式会社の取締役、執行役、もしくは支配人その他の使用人、ま
たは親会社等（自然人）の配偶者または二親等内の親族ではない者。
（会社法第２条第１５号イーホ）
我が国のコーポレート・ガバナンスとしての取締役会では、その構成
メンバーが会社内部から昇格した取締役が多くを占めており、その場
合、株式会社は従業員と経営者（業務執行者等）との共同体の色彩が濃
くなり、その結果として株主の利益が軽視される傾向が強かった。そこ
で、この株主利益の確保の方策に、経営者をモニタリングする社外取締
役の存在意義がある注6．
基本的に、会社法では、社外取締役の資格要件として、その社外性と
いう観点から規定している。すなわち自社と、親会社・子会社・兄弟会
社との間の関係性から規定しているようである。さらに、株式会社の取
締役等または自然人である親会社等の配偶者または二親等以内の親族で
ある者も、その社外性が否定されている。ただし、株式会社またはその
子会社との特定の関係性が、過去10年間存在しないことで、社外性が認
められることになる。
（２）任期
監査等委員会設置会社では、監査等委員以外の取締役の任期は１年で
あり、監査等委員である取締役の任期は２年である。そして、監査等委
員である取締役の任期は、短縮することができない。
会計監査人設置会社では、剰余金の配当等を取締役会で決定すること
る。（会社法第２条第４号の２）
波６吉田直著、「重要論点株式会社法｣、中央経済社、2016年、pp22。
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が可能である（会社法第459条第１項)。このような株式会社の取締役は、
毎事業年度ごとに株主からの信任を株主総会で受けることが必要であろ
う。したがって、監査等委員以外の取締役については、指名委員会等設
置会社の取締役と同様に１年とされたものと思われる。しかし、監査等
委員である取締役は、監査等という職務内容のために、地位の安定性お
よび独立'性の観点から２年とされているのであろう。
（３）選解任
監査等委員会設置会社の取締役の選任は、株主総会の決議によって行
われる。ただし、その選任にあたり、監査等委員である取締役とそれ以
外の取締役とを区別して決議しなければならない。従って、株主総会へ
の取締役選任についての議案の提出は、監査等委員である取締役の選任
についての議案とそれ以外の取締役の選任についての議案とを、個々そ
れぞれに提出することを要することになる。
そして、監査等委員である取締役は、その選任について、株主総会で
の意見陳述権が付与されている（会社法第342条の２第１項)。監査等委
員会設置会社の取締役は、監査等委員である取締役の選任に関する議案
を株主総会に提出するためには、監査等委員会の同意が必要とされてお
り（会社法第344条の２第１項)、さらに監査等委員会は、当該取締役に
対して、監査等委員の選任に関する議案を株主総会に提出するよう請求
することもできる（会社法同条の２第２項)。
監査等委員会設置会社の取締役の解任は、株主総会の決議によって行
われる。この解任の決議にあたっては、特別決議を必要とされている
（会社法第343条第４項、会社法第309条第２項第７号)。
監査等委員である取締役は、その解任について、株主総会での意見陳
述権が付与されており（会社法第342条の２第１項)、さらに解任された
監査等委員である取締役は、その解任された旨および理由を株主総会で
述べることができる（会社法同条の２第２項)。
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このように、監査等委員の人事の観点から、その独立性および地位の
安定のための措置がとられている。
（４）報酬
監査等委員会設置会社の取締役の報酬（金銭以外のものを含む、以下
同じ｡）は、定款の定めまたは株主総会の決議によって決定される（会
社法第361条第１項）が、これにあたっては監査等委員である取締役と
それ以外の取締役とは区別して決定される（会社法同条第２項)。
また、監査等委員である取締役の個人別の報酬について、定款の定め
または株主総会決議による決定が行われない場合は、株主総会で決議さ
れた報酬の総額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決め
られる（会社法同条第３項)。さらに、監査等委員である取締役は、そ
の報酬について、株主総会での意見陳述権が付与されている（会社法同
条第５項)。
報酬決定の観点から、このような監査等委員の独立性を確保する措置
がとられている。
（５）兼任禁止
監査等委員会設置会社において、監査等委員である取締役は、当該会
社もしくはその子会社業務執行取締役もしくは支配人その他の使用人、
または当該子会社の会計参与もしくは執行役との兼任が禁止される（会
社法第331条第３項)。この規定は、指名委員会等設置会社と同様の措置
がとられている。
監査等委員会設置会社において、監査等委員はその職務として監査を
担っている。この監査機能を実効'性あるものとするためには、監査の担
当者から業務執行者およびその支配下にある者を排除しなければならな
い◎すなわち、監査等委員の独立性を保持するための措置といえる。
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以上、監査等委員会設置会社における監査等委員について、独立性という
観点から検討してきた。これは、監査等委員をコーポレート・ガバナンスの
担い手とみなす時、その独立性が最も重要な要件となる考えたためである。
５．独立社外取締役注7の必要性
会社法の規定上、監査等委員は、監査役会設置会社における監査役および
指名委員会等設置会社における監査委員とは、ほぼ同等の独立性を有してい
るように思われる。法的安定性の上からは、当然であろう。
前にも説明したように、監査等委員会設置会社は、取締役会と会計監査人
とを設置すれば、株式会社の規模に関係なく、会社の機関設計として選択す
ることは可能である。しかし、監査等委員会設置会社では、取締役会の構成
メンバーとしてその過半数に社外取締役を選任しなければならない。そのた
めに、実際上、監査等委員会設置会社を機関設計として選択し得るのは、会
社法上の大会社あるいは上場会社等の比較的に大規模な株式会社に限定され
るものと思われる。
この場合、会社法上の大会社である上場会社には、取締役等の独立性につ
いて、会社法による規制に加えて、証券取引所の有価証券上場規程によるよ
り厳格な規制を受けることになる。すなわち、監査等委員の過半数を占めね
ばならない社外取締役には、有価証券上場規程によるより厳しい独立性の要
件が求められることになる。
証券取引所の有価証券上場規程によれば、上場会社は、一定の要件を備え
る社外取締役または社外監査役である独立役員を，名以上確保しなければな
旅７証券取り|所の有価証券1J;Mi規程により、止場会社は－･定の要件と備えた社外取締役あ
るいは社外監査役を確保しなければならない。これを独立役員という。独立役員として
任命された社外取締役を、ここでは独立社外取締役と呼ぶ。なお、本稿では、東京証券
取引所の「有価証券上場規程｣、「有価証券上場規程施行規則｣、および「上場管理等に
関するガイドライン」に雌づき、議論している。
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らない（有価証券上場規程第436条の２第１項)注８．そして、上場会社は、独
立役員の独立性等の情報を記載した独立役員届出書を提出しなければなら
ず、さらにこの独立役員届出書は公衆縦覧に供されることになっている（有
価証券上場規程施行規則第436条の２第１項)。この独立役員届出書に記載さ
れる独立役員の独立性を判定する基準が、上場管理等に関するガイドライン
(Ⅲ実効性の確保に係る審査企業行動規範違反に対する措置５（３）の
２）に示されており、その内容は、次のようにまとめられる注9．
①経営者から著しいコントロールを受ける可能性のある者（当該上場会
社、子会社、下請け先等の取引先、従業員、報酬を得ているコンサルタ
ント、および近親者等)。
②経営者に対して著しいコントロールを及ぼし得る者（親会社、メインバ
ンク等の取引先、従業員、近親者等)。
これらに該当する時、独立役員の独立性に懸念があるとされている。
会社法では、基本的に社外性という観点から社外取締役および社外監査役
の適格性を判断していたが、証券取引所における独立‘性に関する判定基準
は、会社法と同様に社外性から判定するとともに、利益相反の観点からも独
立性を判断している。具体的には、上場管理等に関するガイドラインによれ
ば、多額の報酬を当該上場会社から受けているコンサルタント、会計専門家
または法律専門家等、さらに取引先等をも独立役員としての適格性を欠くこ
とになる。このように、有価証券上場規程の適用により、より厳格な独立‘性
が要求されることになる。
そして、さらに有価証券上場規程では、努力義務ではあるが取締役である
畑この規程は、2012年９月７日に法制審議会が採択した「会社法制の見直しに関する要
綱」の附帯決議をうけて、改正されている。
”岩原伸作、神田秀樹、野村修也編、「平成26年会社法改正一会社実務における影郷と
判例の読み方｣、有斐閣、2015年、pl68。
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独立役員を、少なくとも１名以上確保することを求めている（有価証券上場
規程第445条の４)。すなわち、独立社外取締役の選任を求めているのである。
これまでにみてきたように、有価証券上場規程では、独立役員に厳格な独
立‘性すなわち外観的独立‘性を要求している。従って、より厳格な独立’性を備
えた社外取締役である独立社外取締役が取締役会に存在することが、コーポ
レート・ガバナンスの実効性の観点から有意義なものとなる。
独立役員制度は、独立性が高ければ、社外取締役あるいは社外監査役のい
ずれであっても、独立役員としてその適格性が認められる。しかし、独立役
員の中に、取締役会における議決権を有する社外取締役が存在していなけれ
ば、独立役員に期待される役割「独立役員には、上場会社の取締役などにお
ける業務執行に係る決定の局面において、一般株主の利益への配慮がなされ
るよう、必要な意見を述べるなど、一般株主の利益保護を踏まえた行動をと
ることが期待されている｡｣iIil0を果たしにくいこともあると考えられる。こ
のような局面で、議決権を有する社外取締役が独立役員の中に存在すること
が、独立役員の機能をより良く果たし得るものいえる注'１。このように、議決
権を有する独立役員、いわゆる独立社外取締役は、コーポレート・ガバナン
スが有効に機能するために有用といえるだろう。
監査等委員会設置会社では、監査等委員である取締役は、その過半数が社
外取締役であることを要する。上場会社が、会社の機関設計としてこの監査
等委員会設置会社を選択する場合、選任される社外取締役は少なくとも１名
は会社法の規定よりも厳格な独立‘性が要求される有価証券上場規程が適用さ
れることになり、より独立性の高い社外取締役が選任されることになる。ま
た、ここで選任される社外取締役は、いうまでもないが取締役であるために
必然的に取締役会における議決権を有する社外取締役である。この社外取締
ｉｉＪ０東京証券取引所、「独立役員に期待される役割｣、2010年、ｐ,６．
椎'１神ｍ秀樹監修、東京証券取引所編、「ハンドブック独立役貝の実務｣、商事法務、
2012年、pp35～36。
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役を、独立社外取締役とするならば、取締役会の監督機能をより向上させ、
実効性あるコーポレート・ガバナンスとして機能するものと考えられる。
このことは、指名委員会等設置会社にも該当することといえるが、現状で
は会社の機関設計としての採用は少ないとされる。また、諸外国では取締役
会にモニタリング．モデルが採用されているために、これを採用していない
我が国独自の監査役会設置会社は諸外国にはその機能が理解されにくいシス
テムのようである。
モニタリング．モデルを採用する監査等委員会設置会社は、これを既に採
用していた指名委員会等設置会社が会社の機関設計としてあまり採用されて
こなかったことに鑑み、2014年会社法で新たに創設された。従って、問題点
が指摘されてきた監査役会設置会社および指名委員会等設置会社との間の理
論的な整合性に、多少の無理があるとしても、監査等委員会設置会社の利用
促進のために、経営者にとってこれを選択する魅力を重視しているとされて
いる注12。
しかし、これまでみてきたように、独立性の観点から監査等委員会設置会
社は実効性あるコーポレート・ガバナンスの可能性を秘めているように思わ
れる。また、監査等委員会設置会社は、日本流ガバナンスの良さを取り込ん
だモデルともいわれている注13．立法の趣旨を、十分に理解した利用が望まれ
る。
６．おわりに
監査等委員会設置会社について、独立性の観点から検討してきた。会社法
では、監査等委員会設置会社において、監査等の職務を担う社外取締役であ
る監査等委員に独立性の要件として、基本的に社外性を求めている。さらに、
上場会社については、証券取引所が規定する有価証券上場規程によって、１
波'２江頭窓治郎編、「株式会社法大系｣、有斐閣、2013年、pp272～275．
椎Ｉ３岩原伸作、神ｍ秀樹、野村修也編、「前掲州、ｐｐ､124～126。
青木康一：慌盗等委貝会設慨会社におけるコーボレート・ガバナンスの実効性１８９
名以上という限定付きではあるが独立役員として、社外取締役には会社法に
規定する社外性に加えて、利害相反関係をも独立性の要件とされている。ま
た、有価証券上場規程では、努力義務ではあるが取締役会における議決権が
付与された社外取締役を独立役員として選任することを求めている。いわゆ
る独立社外取締役の選任を求めている。
近年、上場会社では、機関投資家が利用するインスティチューショナル・
シェアホルダー ・サー ビス（ISS：InstitutionalShareholderServiceslnc.）
およびグラス・ルイス（GlassLewis；ＧｌａｓｓＬｅｗｉｓ＆ＣＯ.）等の議決権行使
助言機関が提供する助言サービスにも配慮する必要がある。本稿では取り上
げてはいないが、社外取締役の独立性の判断基準に、より厳格なルールを採
用して、その適格性の判定を行っている椛脚・コーポレート・ガバナンスの担
い手に、独立性を強く求めるようになってきているのである注'5．
上場会社では、会社の機関設計として監査等委員会設置会社が選択される
ならば、取締役である監査等委員として独立社外取締役が選任される可能性
が高くなり、実効性あるコーポレート・ガバナンスとして機能するものと思
われる。
前に述べたように、監査等委員会設置会社は、日本流ガバナンスの優れた
桃Ｍ神田秀樹慌修、「前掲書｣、pp36～38．
椎'５新聞報道によれば、議決権行使助蘭･機関は監査等委貝会i没iiwi会社に、社外取締役を４
名以上とする要求および社外取締役の他社との兼任を制限する要求を検討しているよう
である。（｢11本綴済新聞｣、2016年７〃２日｡）社外取締役''１身の独立性に加え、取締役
会の独立性の強化をも要求しているものと思われる。
2016年８ﾉｊｌｌｌ現在、東証１部ｋ場企梁（1,970社）のうち独立社外取締役の数は4.271
名であり、取締役総数（18.304名）の233％となっている。また、独立社外取締役を２籍
以上選任している企業は1,583社で、この中で３名以上選任している企業は505社である。
（日本取締役協会、「上場企業のコー ポレー ト・ガバナンスi淵従｣、2016年。）監在等委貝
会設置会社に限った調査ではないが、独立社外取締役についての我が国の現状である。
独立性の強化は望ましいことではあるが、監査等委貝会投佃会社は創設されたばかり
であるので今後の状況を見定めることも必要である。また、我が国の上場会社がおかれ
ている社会状況や企業風土等も踏まえねばならないだろう。
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点を導入したモデルだといわれる。しかし、この機関設計が実効性あるコー
ポレート・ガバナンスとして機能するためには、経営の現場でどのように利
用されていくのかにかかっているだろう。いかに器に魂を入れていくのかと
いうことである注'6°重ねて、立法の趣旨に即しての利用が望まれる。
監査等委員会設置会社は、会社の機関設計として創設されたばかりであ
る。しかし、現在この機関設計へと移行している会社が出てきている。これ
が、実効性あるコーポレート・ガバナンスとして利用され、どのように機能
していくかは、今後の状況を注視していかねばならないだろう。そして、特
に上場会社については、その国際的な経営活動を考慮するならば、諸外国の
コーポレート・ガバナンスのシステムとの整合'性等も視野に入れねばならな
いと思われる。これらを、今後の課題としたい。
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